
（単位：千円）

Ａ

Ｂ１ Ｂ４ Ｂ５ Ｂ７

交付対象経費
国のR5補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠分）
事務費

国の予備費等
（交付限度額④）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）

給付費

国の予備費等
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）

事務費

国のR5予備費分
（交付限度額⑥）

（給付支援サービス(令和
6年度)分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑦）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑧）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑨）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑩）

（給付支援サービス分）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）

合計  856,678  578,571  -  59,304  -  248,740  7,779  -  108,719  150,400  3,629  -  278,107 

令和5年度住民税均等割非課
税世帯（7万円）

（低所得世帯支援枠）
1 ○

電力・ガス・食料品等価格高騰
重点支援事業（7万円）【物価高
騰対策給付金】

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

－  59,304  59,304  -  59,304  -  -  - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の
生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
R５年度分の住民税非課税世帯　4644世帯×70千円　　のうちR６計画分
④R５年度分の住民税非課税世帯　（4644世帯）

－ R5.12 R6.4
対象世帯に対して令和6年1月
までに支給を開始する R5補正（地）

一体給付
（給付金・定額減税一体支援）

※不足額給付は含まない
2 ○

低所得者支援・定額減税補足
給付事業

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

－  256,519  256,519  -  248,740  7,779  -  - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の
生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　833世帯×100千円、令和６年度非課
税化世帯　263世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化世帯　214
世帯×100千円、子ども加算　307人×50千円、定額減税を補足する給付
の対象者　9902人　(228390千円）　　のうちR６計画分
事務費　7779千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託
料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1310世帯）、定額減税を補足する給
付の対象者数（9902人）

－ R6.2 R6.11
対象世帯に対して令和6年8月
までに支給を開始する R5補正（地）

令和6年度住民税均等割非課
税世帯（3万円）

＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援
枠等）

7 ○
物価高騰対策支援・定額減税
不足額給付事業

Ⅱ．物価高の克服 －  154,029  154,029  -  150,400  3,629  - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の
生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　4900世帯×30千円、子ども加算　
170人×20千円　　のうちR６計画分
事務費　3629千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託
料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（4900世帯）

－ R6.12 R7.3 対象世帯に対して令和7年2月
までに支給を開始する

R6補正（地）

11 ○
低所得のひとり親世帯支援事
業

Ⅱ．物価高の克服

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世帯
支援

 2,000  2,000  2,000  - 

①物価高騰の負担感が大きい低所得世帯の経済的負担軽減を図るた
め、住民税均等割非課税世帯に対して支援を行う。うち、ひとり親世帯に
ついては加算措置を行う。
②扶助費
③≪扶助費2,000千円≫
100世帯×＠20千円＝2,000千円
④R6住民税均等割非課税世帯のうち、ひとり親世帯

－ R6.12 R7.3

対象世帯（100世帯見込）へ支
援を行い、物価高騰に伴う低
所得のひとり親世帯の経済的
負担軽減を図る。

R6補正（地）

12 ○ 灯油購入費助成事業 Ⅱ．物価高の克服

①エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う低所得世帯
支援

 32,292  16,146  16,146  16,146 

①物価高騰による低所得世帯の負担軽減を図るため、住民税均等割非
課税世帯を対象に灯油購入費を助成する。
②需用費（消耗品費、印刷製本費）、役務費（通信運搬費、手数料）、扶
助費
③≪需用費（消耗品費）31千円≫
＠2,660×10箱×1.10＝29,260円、＠1,278×1冊×1.10＝1,405円
≪需用費（印刷製本費）30千円≫
封筒＠35×300枚×1.10×２種類＝23,100円、チラシ＠20×300枚×1.10
＝6,600円
≪役務費（通信運搬費）84千円≫
＠140×300件×２種類＝84千円
≪役務費（手数料）947千円≫
＠100×1,000件×1.10＝110,000円、＠162×4,200件×1.10＝748,440
円、＠1,000×80件×1.10＝88,000円
≪扶助費31,200千円≫
給付世帯5,200世帯（見込）×＠６千円＝31,200,000円
※総事業費のうちC欄（その他）16,146千円（県補助1/2分）
④令和６年12月13日時点で住民登録があり、世帯全員が令和６年度住
民税均等割非課税世帯の世帯主

－ R6.12 R7.3

対象世帯（5,200世帯見込）へ
支援を行い、エネルギー・食料
品等価格高騰に伴う低所得者
世帯の経済的負担軽減を図
る。

R6補正（地）

13 ○
障害者支援施設等物価高騰対
策事業（食材料費・光熱水費
等）

Ⅱ．物価高の克服

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物価
高騰対策支援

 26,822  6,854  6,854  19,968 

①物価高騰の影響を受けている障害者支援施設等の負担軽減を図るた
め、食材料費及び光熱水費等の高騰分に対し助成する。
②補助金
③≪補助金26,822千円≫
【食材料費】8,264,800円　※（１）（２）県補助１/２　4,099千円、（３）市
10/10
≪入所系16施設・通所系13施設≫
（１）入所定員 16人×＠10,000円＝ 160,000円、入所定員813人×＠
6,600円＝5,365,800円、（２）通所定員810人×＠3,300円＝2,673,000千
円、（３）通所定員（指定管理施設）20人×＠3,300円＝66,000円
【光熱水費等】18,557,000円　※（１）（２）県補助１/２　9,278千円
≪入所系16施設・通所系14施設≫
（1）入所定員829人×＠13,000円＝10,777,000円、通所定員820人×＠ 
9,000円＝  7,380,000円、（２）訪問、相談系4事業所×＠100,000円＝
400,000円
※総事業費のうちC欄（その他）【食材料費4,099千円（県補助1/2分）】、
【光熱水費9,278千円（県補助1/2分）】、【一般財源6,591千円】
④北秋田市内で事業を行う障害者支援施設等（申請時点で北秋田市内
において障害福祉サービス等事業所の指定を受けて運営を継続している
施設等）

－ R7.2 R7.3

【食材料費】
入所系16施設、通所系14施設
に対し食材料費を助成すること
により、安定的な障害者支援
施設の運営につなげ、休止や
廃止に追い込まれる施設が発
生しないようにする。
【光熱水費等】
入所系16施設、通所系14施
設、訪問・相談系事業所４事業
所に対し光熱水費等を助成す
ることにより、安定的な事業所
の運営につなげ、休止や廃止
に追い込まれる事業所が発生
しないようにする。

R6補正（地）

14 ○
保育所等給食費価格高騰対策
事業

Ⅱ．物価高の克服

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物価
高騰対策支援

 2,931  748  748  2,183 

①物価高騰の影響を受けている私立保育所等に対し、物価上昇分の食
材料費を補助することにより、保育所等の健全な運営と安心で安定した
給食の提供を行う。
②補助金
③≪補助金2,931千円≫
≪３歳以上児≫※県補助1/2　879,000円
（３歳以上児）264人×＠6,660円＝1,758,240円
市内私立保育所等７施設（鷹巣中央41人、鷹巣東16人、南鷹巣46人、七
日市16人、綴子32人、あいかわ45人、しゃろーむ68人）
≪３歳未満児≫※市10/10（県積算単価に倣う）
（３歳未満児）176人×＠6,660円＝1,172,160円
市内私立保育所等７施設（鷹巣中央35人、鷹巣東18人、南鷹巣23人、七
日市6人、綴子20人、あいかわ29人、しゃろーむ45人）
※総事業費のうちＣ欄（その他）879千円を（県補助1/2）、一般財源1,304
千円
④市内の私立保育所等（７施設）で給食の提供を受けている児童

－ R7.2 R7.3

物価高騰（食料品価格）の影響
を受けている私立保育所等（７
施設、児童440人）に対し、物価
上昇分の食材料費を補助する
ことにより、保育所等の健全な
運営と安心で安定した給食の
提供を図る。

R6補正（地）

15 ○
介護保険施設等物価高騰対策
事業（指定管理施設食材料費）

Ⅱ．物価高の克服

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物価
高騰対策支援

 1,826  466  466  1,360 

①介護保険サービス等を実施する指定管理施設において、物価高騰の
影響に伴う食材料費の負担軽減を図り、安定的な運営につなげることを
目的に、入所定員に応じて食材料費を助成する。
②補助金
③≪補助金1,826千円≫　※市単独補助（県積算単価に倣う）
・入所系（５施設）定員138人×＠10,000円＝1,380,000円
・通所系（５施設）定員135人×＠3,300円＝445,500円
※総事業費のうちC欄（その他）1,360千円を一般財源
④（指定管理施設）北秋田市内で事業を行う入所系（5事業所）、通所系
（5事業所）

－ R7.2 R7.3

入所系５施設、通所系５施設へ
食材料費を補助することによ
り、切れ目のない安定的な介
護サービス事業運営につなげ
る。

R6補正（地）

16 ○
介護保険施設等物価高騰対策
事業（食材料費・光熱水費等）

Ⅱ．物価高の克服

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物価
高騰対策支援

 24,388  6,232  6,232  18,156 

①物価高騰等の影響を受けている介護保険施設等の負担軽減を図るた
め、食材料費・光熱水費等の高騰分に対し助成する。
②補助金
③≪補助金24,388千円≫
【食材料費】9,479,700円　※県補助１/２　4,739千円
入所系（30施設）定員879人×＠10,000円＝8,790,000円、通所系（11施
設）定員209人×＠3,300円＝689,700円
【光熱水費等】14,908千円　※県補助１/２　7,454千円
入所系（30施設）定員879人×＠13,000円＝11,427,000円、通所系（11施
設）定員209人×＠9,000円＝1,881,000円、訪問・相談系事業所（16施設）
×＠100,000円＝1,600,000円
※総事業費のうちC欄（その他）12,193千円を（県補助1/2）、一般財源
5,963千円
④北秋田市内で事業を行う入所・通所・訪問・相談系事業所

－ R7.2 R7.3

【食材料費】
入所系29施設、通所系10施
設、複合系１施設へ食材料費
を補助することにより、切れ目
のない安定的な介護サービス
事業運営につなげる。
【光熱水費等】
入所系29施設、通所系10施
設、、複合系１施設、訪問・相
談系16施設へ光熱水費等を補
助することにより、切れ目のな
い安定的な介護サービス事業
運営につなげ、休止や廃止に
追い込まれる事業所が発生し
ないようにする。

R6補正（地）

17 ○ 医療施設物価高騰対策事業 Ⅱ．物価高の克服

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物価
高騰対策支援

 1,421  363  363  1,058 

①物価高騰の影響を受けている医療施設の負担軽減を図るため、食材
料費の高騰分に対し助成する。
②補助金
③≪補助金1,421千円≫　※市単独補助（県積算単価に倣う）
稼働病床数222床×＠6,400円＝1,420,800円
※総事業費のうちC欄（その他）1,058千円を一般財源
④指定管理施設（北秋田市民病院）

－ R7.2 R7.3

令和７年３月までに物価高騰の
影響を受けている自治体設置
の有床医療施設に食材料費の
高騰分（稼働病床数222床）に
対する支援を行うことにより、
医療施設の負担軽減を図る。

R6補正（地）

令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画
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地
方
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事
業

交付対象事業の名称 経済対策との関係
推奨事業メ
ニュー

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

基金
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的
指標を設定）

自治体での予算区
分

⑨を選択した場合、より効果があると
考える理由

総事業費
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（単位：千円）

Ａ

Ｂ１ Ｂ４ Ｂ５ Ｂ７

交付対象経費
国のR5補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠分）
事務費

国の予備費等
（交付限度額④）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）

給付費

国の予備費等
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）

事務費

国のR5予備費分
（交付限度額⑥）

（給付支援サービス(令和
6年度)分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑦）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑧）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑨）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑩）

（給付支援サービス分）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）

Ｂ２ Ｂ３ Ｂ６

Ｎｏ

地
方
単
独
事
業

交付対象事業の名称 経済対策との関係
推奨事業メ
ニュー

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

基金
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的
指標を設定）

自治体での予算区
分

⑨を選択した場合、より効果があると
考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ

68

69

70

71
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18 ○
畜産経営者物価高騰対応支援
事業

Ⅱ．物価高の克服
⑥農林水産業
における物価高
騰対策支援

 15,167  4,052  4,052  11,115 

①長引く畜産飼料価格の高騰により経営に打撃を受けている畜産経営
者を支援するため、畜産経営者物価高騰対応支援金を交付することによ
り、畜産経営者の経営の継続を支援する。
②需用費（消耗品費）、役務費（通信運搬費）、補助金
③≪需用費（消耗品費）10千円≫
≪役務費（通信運搬費）14千円≫
郵券料140円×50経営体×２回＝14,000円
≪補助金15,143千円≫　※１経営者あたり上限500,000円
【積算根拠】畜種による年間飼料量に高騰以前の平均価格と高騰後の平
均価格の差額分に10％を乗じたものを支援する。
・乳用牛　11,480円/頭数×543頭≒3,936,240円
・肉用牛　7,280円/頭数×446頭≒1,810,400円
・豚　2,380円/頭数×33,134頭≒1,000,000円
・鶏　130円/羽年×488,822頭≒8,395,660円
※総事業費のうちC欄（その他）11,115千円を一般財源
④申請日まで継続して北秋田市内で畜産業を営み、かつ、引き続き生
産、出荷、販売するむ個人、又は法人
（生産者数）乳用牛：８、肉用牛：20、養豚：２、養鶏：20

－ R7.2 R7.3

畜産飼料価格の高騰による影
響を受けている畜産経営事業
者（乳用牛：８、肉用牛：20、養
豚：２、養鶏：20）に対し、飼料
高騰分の支援を行うことによ
り、経営維持に向けた再生を
促し、畜産物の安定供給を図
る。

R6補正（地）

19 ○
北秋田市省力化・生産性向上
投資応援事業

Ⅱ．物価高の克服

⑦中小企業等
に対するエネル
ギー価格高騰対
策支援

 40,000  10,221  10,221  29,779 

①エネルギー価格や原材料等の物価高騰の影響を受けている市内中小
企業及び農林業事業者を対象に売り上げ拡大や生産性向上を目的とし
た省力化及び省人化設備の導入をした経費に対し支援を行う。
②補助金
③≪補助金40,000千円≫　
【対象経費】　（補助率）：1/2　（補助額）：５万円以上100万円以下
※総事業費のうちC欄（その他）29,779千円を一般財源
④市内中小企業及び農林業事業者を対象

－ R7.2 R7.3

市内中小企業及び農林業事業
者を対象に省力化及び省人化
設備を導入した経費に対し支
援（40件見込み）を行い、売り
上げ拡大と生産性向上を図
る。

R6補正（地）

20 ○
北秋田市プレミアム付応援チ
ケット事業

Ⅱ．物価高の克服
③消費下支え等
を通じた生活者
支援

 222,304  57,035  57,035  165,269 

①エネルギー価格及び食料品等の物価高騰が続いていることから、北秋
田市応援チケットを発行し市民生活の経済的負担の軽減を図るととも
に、消費を刺激することで地域経済の活性化を図る。
②委託料
③≪委託料222,304千円≫
・事務費13,136千円
・事業費（チケット換金経費　7,500円×27,889人）≒209,168千円
※7,500円分のチケットを5,000円で販売（プレミアム分50%）
チケット販売代金：5,000円×27,889人＝139,445千円
※総事業費のうちC欄（その他）139,445千円をチケット販売収入、25,824
千円を一般財源
④北秋田市民と北秋田市民以外を予定

－ R7.2 R7.3

市内大型店、中小小売店など
で広く活用されることを期待し
てチケット購入率80％、換金率
95％を目標として市民の経済
的負担の軽減と地域経済の活
性化を図る。

R6補正（地）

21 ○ 北秋田市物流事業者支援事業 Ⅱ．物価高の克服

⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対す
る支援

 3,095  790  790  2,305 

①物価高騰（エネルギー価格）の高止まりにより厳しい経営状態が続く市
内貨物運送事業者に対し、運送料金への価格転嫁などの必要な対策を
進めるにあたり、当面の掛かり増し燃料費の一部を支援する。
②補助金
③≪補助金3,095千円≫
台数に応じて交付（想定台数：普通貨物181台  軽貨物６台）
【補助単価】
・普通貨物自動車　＠17千円×181台＝3,077千円
・軽貨物自動車　　＠３千円×６台＝18千円
※総事業費のうちC欄（その他）2,305千円を一般財源
④貨物自動車運送事業法（平成元年法律第８３号）第２条第１項に規定
する一般貨物自動車運送事業、特定貨物自動車運送事業及び貨物軽自
動車運送事業を経営し、北秋田市内に本社、支社、本店、支店又は営業
所を有する事業者で、かつ、使用の本拠の位置が北秋田市となっている
事業者。

－ R7.2 R7.3

物価高騰（エネルギー価格）の
高止まりやドライバー不足によ
り厳しい経営状態が続く市内貨
物運送事業者が保有する車両
（想定台数：普通貨物181台  
軽貨物６台）に対し、支援する
ことで持続可能な事業運営を
図る。

R6補正（地）

22 ○
観光交通事業者等事業継続支
援事業

Ⅱ．物価高の克服

⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対す
る支援

 650  255  255  395 

①物価高騰（エネルギー価格）の影響により、運行に係る経費が増大して
おり、経営を圧迫している。そのため、持続・安定的な運行継続のため事
業者が所有する車両に対し補助金を交付する。
②補助金
③≪補助金650千円≫
・観光バス事業者　＠100千円×３台＝300千円
・代行事業者　＠50千円×７台＝350千円
※総事業費のうちC欄（その他）395千円を一般財源
④市内に本社又は営業所を有し、道路輸送法第４条で規定する一般旅
客自動車運送業に係る許可事業者であって、貸切バスによる観光交通
サービスのみを行うバス事業者及び自動車運転代行業の業務の適正化
に関する法律第５条第２項に規定する認定書の交付を受けた運転代行
業者

－ R7.2 R7.3

物価高騰（エネルギー価格）の
影響緩和を図り、貸切観光バ
ス業及び自動車運転代行業の
事業継続ため、車両台数に応
じた支援を行う。観光バス事業
者所有バス（３台）、代行事業
者所有代行車両（７台）につい
て支援する。

R6補正（地）

23 ○
公共交通事業者事業継続支援
事業

Ⅱ．物価高の克服

⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対す
る支援

 1,800  459  459  1,341 

①物価高騰（エネルギー価格）の影響により、地域公共交通を担う運行
事業者及びタクシー運行事業者に係る経費が増大しており、経営を圧迫
している。そのため、持続・安定的な運行継続のため事業者が所有する
車両に対し補助金を交付する。
②補助金
③≪補助金1,800千円≫
・バス　＠100千円×４台＝400千円
・タクシー　＠50千円×28台＝1,400千円
※総事業費のうちC欄（その他）1,341千円を一般財源
④市内路線バス運行事業者、市内デマンドタクシー運行事業者

－ R7.2 R7.3

対象となる地域公共交通を担う
事業者（バス事業者１社、タク
シー事業者５社）が所有する車
両（バス事業者所有貸切バス
車両４台、タクシー事業者所有
車両28台）への支援を行う。

R6補正（地）

24 ○
令和６年度エネルギー・食料品
価格等の物価高騰に伴う子育
て世帯支援事業【賄材料費】

Ⅱ．物価高の克服

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世帯
支援

 1,271  324  324  947 

①物価高騰に伴う子育て世帯の経済的負担軽減を図るため、食材料（精
米）の高騰分相当を支援し、児童・生徒への安心で安定した給食の提供
と保護者の経済的な負担の軽減を図る。
②需用費（賄材料費）
③≪需用費（賄材料費）1,271千円≫
R6年度産の精米価格値上げ分について、今年度の賄材料費支出見込に
対する不足分
・（R6年度支出見込額）125,591,359円－（当初予算額）124,321,000円＝
1,270,359円≒1,271,000円
※1食あたりごはん単価値上げ金額
児童　（値上げ前）30.2円→（値上げ後）43.2円（13.0円up）
生徒　（値上げ前）37.8円→（値上げ後）54.0円（16.2円up）
※総事業費のうちC欄（その他）947千円を一般財源
※積算において、教職員分は含まれていない。
④市内小中学校児童生徒の保護者

－ R6.12 R7.3

食材料費（精米）の高騰分（児
童13.0円、生徒16.2円の支援を
行って、保護者の経済的な負
担分をなくするとともに、学校給
食摂取基準を確保した給食を
提供する。

R6補正（地）

25 ○
令和６年度エネルギー・食料品
価格等の物価高騰に伴う子育
て世帯支援事業

Ⅱ．物価高の克服

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世帯
支援

 10,859  2,774  2,774  8,085 

①物価高騰に伴う子育て世帯の経済的負担軽減を図るため、食材料の
高騰分相当を支援し、児童・生徒への安心で安定した給食の提供と保護
者の経済的な負担の軽減を図る。
②役務費（手数料、通信運搬費）、補助金
③≪役務費（通信運搬費）416千円≫
（申請兼請求）1,300件×＠180円＝234,000円
（返信用）1,300件×＠140円＝182,000円
≪役務費（手数料）231千円≫
（秋田銀行）500件×＠110円＝55,000円
（秋田銀行以外）800件×＠178.2円＝142,560円
・組戻し手数料　30件×＠1,100円＝33,000円
≪補助金10,212千円≫
物価高騰影響によるR6年度学校給食費値上げ分の児童（小学生）40
円、生徒（中学生）45円として積算
・児童（単価）＠40円×（人数）773人×（日数）200日＝6,184,000円
・生徒（単価）＠45円×（人数）471人×（日数）190日＝4,027,050円
※補助金の給付時期は、R6年度学校給食費の納入金額確定後（R7年5
月末）になることから、R7年度に事業を繰越して実施する。
※総事業費のうちC欄（その他）8,085千円を一般財源
※積算において、教職員分は含まれていない。
④市内小中学校児童生徒の保護者

－ R7.2 R7.3

児童773人及び生徒471人分の
食材料の高騰分を助成し、保
護者の経済的な負担を軽減す
る。

R6補正（地）
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